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「低所得者に対する介護保険サービスに係る利用者負担額の 

軽減制度の実施について」の一部改正について 

 

 

 

標記措置の実施については、従来からご配慮いただいているところであるが、

今般、地域社会における共生の実現に向けて新たな障害保健福祉施策を講ずる

ための関係法律の整備に関する法律（平成 24年法律第 51号）の規定に基づき、

平成 25 年４月１日から障害者自立支援法（平成 17 年法律第 123 号）の題名が

「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律」に改められ

ることに伴い、「低所得者に対する介護保険サービスに係る利用者負担額の軽減

制度の実施について」（平成 12 年５月１日老発第 474 号）の一部を別添のとお

り改正し、平成 25年４月１日から適用することとしたので、御了知の上、管内

市町村に対して周知徹底を図るとともに、本事業の円滑な実施についてご協力

をお願いしたい。 

 



○ 低所得者に対する介護保険サービスに係る利用者負担額の軽減制度の実施について（平成１２年５月１日老発第４７４号厚生省老人保健福祉局長
通知 （抄））

（変更点は下線部）

改 正 案 現 行

（別添２） （別添２）

障害者ホームヘルプサービス利用者に対する支援措置事業実施要 障害者ホームヘルプサービス利用者に対する支援措置事業実施要

綱 綱

１・２ （略） １・２ （略）

３ 実施方法 ３ 実施方法

⑴ 本事業の対象者は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支 ⑴ 本事業の対象者は、障害者自立支援法によるホームヘルプサービ

援するための法律によるホームヘルプサービスの利用において境界 スの利用において境界層該当として定率負担額が０円となっている

層該当として定率負担額が０円となっている者であって、平成１８ 者であって、平成１８年４月１日以降に次のいずれかに該当するこ

年４月１日以降に次のいずれかに該当することとなったものとする ととなったものとする。。

(ｱ) 65歳到達以前のおおむね１年間に障害者施策によるホームヘル (ｱ) 65歳到達以前のおおむね１年間に障害者施策によるホームヘル

プサービス（居宅介護のうち身体介護及び家事援助をいう ）を プサービス（居宅介護のうち身体介護及び家事援助をいう ）を。 。

利用していた者であって、65歳に到達したことで介護保険の対象 利用していた者であって、65歳に到達したことで介護保険の対象

者となったもの。 者となったもの。

(ｲ) 特定疾病によって生じた身体上又は精神上の障害が原因で、要 (ｲ) 特定疾病によって生じた身体上又は精神上の障害が原因で、要

介護又は要支援の状態となった40歳から64歳までの者。 介護又は要支援の状態となった40歳から64歳までの者。

⑵・⑶ （略） ⑵・⑶ （略）

４ 留意事項 ４ 留意事項

⑴・⑵ （略） ⑴・⑵ （略）

⑶ 対象者の所得状況の確認については、毎年７月に所得確認又は、 ⑶ 対象者の所得状況の確認については、毎年７月に所得確認又は、

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律にお 障害者自立支援法における境界層該当の確認等必要な認定を行うも

ける境界層該当の確認等必要な認定を行うものとする。なお、いっ のとする。なお、いったん本軽減措置事業の対象外となった者につ

たん本軽減措置事業の対象外となった者については、翌年度以降も いては、翌年度以降も本事業の対象とはしないものとする。

本事業の対象とはしないものとする。
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